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１部 調査研究概要 

 

Ⅰ 平成 28 年度研究課題一覧（研究区分別） 
平成 28 年度終了課題については、5 ペ－ジから概要資料を掲載しています（一部課題を除く）。 

 

戦略研究 
道の重要な施策等に関わる分野横断型の研究で、法人の各研究分野間

および大学や企業等との連携により実施します。理事長によるマネジ

メントのもとで、法人本部と各研究本部が連携し、プロジェクトチー

ムを設置して行います。 

実施年度 
研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 地域・産業特性に応じたエネルギーの分散型利用モデルの構築 26 30 環境Ｇ - 

2 農村集落における生活環境の創出と産業振興に向けた対策手法の構築 27 31 居住・防災Ｇ - 

 

 
     

重点研究 実用化、事業化につながる研究や、緊急性の高い研究を行います。法

人内外との連携を効果的に活用して実施します。 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 道産コンブの生産安定化に関する研究 25 28 環境Ｇ p.5 

2 カラマツ中大径木による心持ち平角材の利用拡大技術の開発 27 29 環境Ｇ - 

3 積雪寒冷地におけるコンクリート劣化の分析評価技術の開発 27 29 建築技術Ｇ - 

 

 
     

経常研究 
技術力の維持・向上等に必要な基盤的な研究、新たな研究開発につな
がる先導的な研究、環境や資源等の継続的な調査、地域固有のニーズ
に対応した研究、道の施策を策定・遂行する上での基礎となる研究・
調査など、多岐にわたる研究を行います。各研究本部の特性に応じて
実施します。 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 北海道における農業用温室を対象とした施設内環境解析及び構造形式に関する研究 26 28 環境Ｇ p.6 

2 鉄筋コンクリート造異形柱の構造特性把握・設計法構築のための曲げ応力に対する構造耐

力・破壊特性に関する研究 26 28 構造判定Ｇ p.7 

3 住宅・非住宅建築物における道産木材利活用技術の適用可能性の検討 27 28 建築技術Ｇ p.8 

4 積雪寒冷条件下における津波からの避難行動に関する基礎的研究 27 28 居住・防災Ｇ p.9 

5 建築確認構造審査の技術的支援と道内建築物の安全性向上のための特性分析 27 31 構造判定Ｇ - 

6 北海道沿岸都市における津波防災地域づくりの検討手法に関する研究 
－東北沿岸被災地における市街地の復旧・復興における課題の明確化－ 28 29 居住・防災Ｇ - 

7 地域定住促進に向けた「地域生活価値」を構成する要因と構造の分析 28 29 居住・防災Ｇ - 

8 地域生活交通における利用意向の要因と意識構造に関する研究 28 29 居住・防災Ｇ - 

9 非住宅建築物及び住宅の省エネ適合義務化対応と将来目標水準に関する研究 28 30 環境Ｇ - 

10 建築材料の耐久性モニタリングと評価に関する基礎的研究 28 31 建築技術Ｇ - 
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一般共同研究 
大学、企業等の外部機関や行政機関と連携して実施する研究のうち、

法人の研究経費を共同研究の申請者が負担するものです。研究内容が

中期計画の範囲内であることが実施の条件です。 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 既存木造住宅の熱・湿度性能評価と断熱改修手法の構築に関する研究 26 28 環境Ｇ p.10 

2 木造高断熱壁体の防耐火性能の実大試験検証と評価手法の提案 26 28 環境Ｇ p.11 

3 呼吸型ダイナミンク・インシュレーションの換気設計に関する検討 26 28 環境Ｇ p.12 

4 ZEH対応も踏まえた枠組み壁工法住宅の高性能外皮・空調システムに関する開発 28 29 環境Ｇ - 

5 ポリカーボネート板の建築的特性の把握と建築物への適用に関する技術開発 28 30 環境Ｇ - 

6 住宅向けコンパクト電気暖房システムの開発 28 29 環境Ｇ - 

7 積雪寒冷地における自動気象観測システムの冬期運用改善に関する研究 28 29 環境Ｇ - 

 

 
     

公募型研究 
国や団体等が実施する公募型研究開発事業に応募し、採択されること

によって実施が可能となる研究です。研究内容が中期計画の範囲内で

あることが実施の条件です。 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 積雪シミュレーションを用いた除雪エネルギーゼロの北方型スマート住宅街区の開発 25 29 環境Ｇ - 

2 空き家を活用した市街地集約化による縮小型コンパクトシティ形成手法の構築 26 28 居住･防災Ｇ - 

3 太陽熱ヒートポンプ空調・給湯システムと冷暖房負荷を低減する外皮の技術開発 26 28 環境Ｇ p.13 

4 積雪後の降雨の影響を考慮した積雪荷重の設定に資する検討 26 28 環境Ｇ p.14 

5 蓄熱体を用いた呼吸型ハイブリット熱回収換気システムに関する研究 27 29 環境Ｇ - 

6 インドネシア都市スラムにおける生活環境の総合的解決方策の検討、都市物質代謝システ
ムの総合的把握と生活者の価値判断のマッチング 

27 28 居住･防災Ｇ p.15 

7 サニーテーション価値連鎖の提案－地域のヒトによりそうサニーテーションのデザイン 27 33 居住･防災Ｇ - 

8 都市における再生可能エネルギー最適導入プロセス解明の動的評価手法の構築 28 30 居住･防災Ｇ - 

9 積雪期の降雨によって生じる建築物の雪害リスクとその評価 28 30 環境Ｇ - 

10 プリベンタブルデス（防ぎ得た死）の評価と対策 28 30 居住･防災Ｇ - 

11 低炭素型寒中コンクリート技術の実証的研究 28 30 建築技術Ｇ - 

12 極寒冷地における混合セメントコンクリートの性能改善方法の開発 28 30 建築技術Ｇ - 

13 地域自立型の次世代型・水インフラマネジメントシステムへの転換 28 30 居住･防災Ｇ - 
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道受託研究 道が主体となり実施する事業に基づく研究・調査や、突発的な災害等

に関連する研究・調査を行います。道との契約等に基づき実施します。 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 北海道の新たな想定震源に基づく地震被害想定と地震防災戦略に関する研究 24 28 居住･防災Ｇ p.16 

2 北海道の地震被害想定に基づいた応急危険度判定活動に関する研究 26 28 居住･防災Ｇ p.17 

3 本道の地域特性を踏まえた既存木造住宅の耐震性評価および設計手法に関する研究 27 29 構造判定Ｇ - 

4 公営住宅における利用者主体のコモンスペース管理運営手法に関する研究 27 28 居住･防災Ｇ p.18 

5 「きた住まいる」先導型ブランド住宅に関する研究 28 29 環境Ｇ - 

6 道営住宅の効率的な改善サイクルに関する技術情報構築 28 30 建築技術Ｇ - 

 

 
     

受託研究 
道以外の行政機関や企業、団体等の外部機関からの依頼により、契約

または寄付により実施する研究です。研究内容が中期計画の範囲内で

あることが実施の条件です。 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 次世代施設園芸導入加速化支援事業に係わる技術実証試験 26 28 環境Ｇ p.19 

2 陸前高田市における住まいの再建推進方策に関する研究 26 29 居住・防災Ｇ - 

 

 
     

奨励研究 職員自らの提案による研究シ－ズの発掘と研究開発能力の向上を図

るもの 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 北海道における火山防災対策の高度化を目指した建築・都市・地域の被害予測と対策手法

の検討 
28 28 居住･防災Ｇ p.20 

 

 
     

研究開発推進費 基本構想を推進する上で重点的な取り組みが必要な課題や研究関連

の経費 

実施年度 研究主管 

グループ 

概要 

掲載頁 開始 終了 

1 「食」を対象とした総合的エネルギー消費構造の解明に向けた基礎的研究 28 28 環境Ｇ p.21 
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Ⅱ 平成 28 年度終了課題概要資料 

研究課題名 
実施年度 研究主管 

グループ 
掲載頁 

開始 終了 

道産コンブの生産安定化に関する研究 25 28 環境Ｇ p.5 

北海道における農業用温室を対象とした施設内環境解析及び構造形式に関する研究 26 28 環境Ｇ p.6 

鉄筋コンクリート造異形柱の構造特性把握・設計法構築のための曲げ応力に対する構造耐力・破壊
特性に関する研究 26 28 構造判定Ｇ p.7 

住宅・非住宅建築物における道産木材利活用技術の適用可能性の検討 27 28 建築技術Ｇ p.8 

積雪寒冷条件下における津波からの避難行動に関する基礎的研究 27 28 居住・防災Ｇ p.9 

既存木造住宅の熱・湿度性能評価と断熱改修手法の構築に関する研究 26 28 環境Ｇ 

木造高断熱壁体の防耐火性能の実大試験検証と評価手法の提案 26 28 環境Ｇ p.11 

呼吸型ダイナミンク・インシュレーションの換気設計に関する検討 26 28 環境Ｇ p.12 

太陽熱ヒートポンプ空調・給湯システムと冷暖房負荷を低減する外皮の技術開発 26 28 環境Ｇ p.13 

積雪後の降雨の影響を考慮した積雪荷重の設定に資する検討 26 28 環境Ｇ p.14 

インドネシア都市スラムにおける生活環境の総合的解決方策の検討、都市物質代謝システムの総合
的把握と生活者の価値判断のマッチング

27 28 居住･防災Ｇ 

北海道の新たな想定震源に基づく地震被害想定と地震防災戦略に関する研究 24 28 居住･防災Ｇ p.16 

北海道の地震被害想定に基づいた応急危険度判定活動に関する研究 26 28 居住･防災Ｇ p.17 

公営住宅における利用者主体のコモンスペース管理運営手法に関する研究 27 28 居住･防災Ｇ p.18 

次世代施設園芸導入加速化支援事業に係わる技術実証試験 26 28 環境Ｇ p.19 

北海道における火山防災対策の高度化を目指した建築・都市・地域の被害予測と対策手法の検討 28 28 居住･防災Ｇ p.20 

「食」を対象とした総合的エネルギー消費構造の解明に向けた基礎的研究 28 28 環境Ｇ p.21 

p.15 

p.10 
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第２部 試験評価・普及支援 

 

Ⅰ 試験評価 

 
 道内外の建築関連企業や市町村などからの依頼により建築やまちづくりに関する

試験・調査を行っています。 

建築材料・構造などの強度や耐久性、耐火、動風圧、熱、湿気などについての性能試験、建物や市街地

の模型による風洞試験などを行うとともに、実験室、機械器具の設備の貸出しを行っています。 

依頼試験等実施状況（平成 28 年度） 
試験項目 受付件数  項 目 発行件数 

強度又は耐久に関する試験 25  成績書の謄本 20 
耐火又は防火に関する試験 30  合 計 20 
熱、湿気又は空気質に関する試験 39    
動風圧に関する試験 7  試験設備の貸出 延べ日数 
音響に関する試験 1  実験室 402 
建築物又はまちづくりに関する試験 17  機械器具 2,941 
建築物又はまちづくりに関する調査又は指導 3  合 計 3,343 

合計 122 
 

 JNLA（工業標準化法試験事業者登録制度）登録試験事業者となりました。 

建築研究本部は、平成28年9月7日付けで（独）製品評価技術基盤機構（NITE）認定センター（IA Japan）
より JNLA 登録試験所として認定されました。登録区分は次に示す区分です。試験結果には、JNLA 標章が

ついた試験成績書を発行することができます。 
 

【登録区分】 

JIS A 1416 
吸音・遮音試験（ただし、試料はドア 
などの構成部材、窓及びガラスに限る） 

 

は、工業標準化法に基づく試験事業者登

録制度の標章で、地方独立行政法人北海

道立総合研究機構建築研究本部北方建

築総合研究所は、吸音･遮音試験、材料

断熱性試験、建築構成部材断熱性試験区

分 (分野 )の登録試験事業者です。

(160378JP は当研究本部の登録番号で

す。) 

JIS A 1412-2 材料断熱性試験（ただし、付属書 B を除く） 

JIS A 4710 建築構成部材断熱性試験 

  

１．依頼試験・設備使用 
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建築基準法に基づく建築材料や構造方法の認定に必要な評価業務について、国土交通大臣より「指定性

能評価機関」の指定（平成 27 年 6 月 30 日国土交通大臣第 32 号）を受け実施しております。 
当研究本部は東北以北では唯一の評価機関として、①防耐火構造及び防火設備、②防火材料、③ホル

ムアルデヒド発散等級の 3 区分について評価業務を実施し、道内企業の新材料開発における利便性の向

上に寄与しています。 

性能評価試験受付状況（平成 28 年度） 
試験項目 件数 

防耐火構造及び防火設備の耐火性能 5 

 防耐火構造 4 
防火設備 1 

防火材料の不燃性能 5 

 
 

 
平成 19年 6月の建築基準法改正により導入された建築確認に伴う構造計算適合性判定業務について、

北海道知事の判定機関の指定（平成 22 年 4 月 1 日建指第 1 号指令）及び判定業務の認可（平成 22 年 4
年 1 日建指第 2 号指令）を受け、実施しております。 
建築主からの申請により、道内に建築される判定対象建物の構造計算適合性を判定しています。 

構造計算適合性判定依頼受付件数（平成 28 年度） 
項目 受付件数（件） 受付棟数（棟） 

構造計算適合性判定 141 158 

 

２．建築性能評価 

３．構造計算適合性判定 
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Ⅱ 普及支援 
 

 
 

（１）研究成果報告会などによる情報発信 

 平成28年 建築研究本部 北方建築総合研究所 研究成果報告会 

建築研究本部の研究成果の普及や共同研究などのニ－ズの掘り起こしなどを目的として、毎年開催して

います。 
昨年は、平成27年度に終了した15の研究課題の成果報告のほか、当研究本部が参画している道総研戦

略研究2課題の中間報告、平成28年熊本地震の調査活動報告等のプログラムにより地元旭川市において

開催しました。研究展開のプレゼンテーションを通じて、建築研究本部が目指そうとしていることの一端をお

示しできたことと思います。 
当日は道内外の関係企業や大学、道・市町村・関係機関の担当者などが来場され、質疑などを交え熱心

に聴講されていました。 

・日  時 ：平成28年6月10日（金）10:00～17:40 
・場  所 ：旭川市大雪クリスタルホール（旭川市神楽 3 条 7 丁目） 
・来場者数 ：162 名 

 
発表会場 

 
ポスター展示 

 
 「住まいづくりに関する地域意見交換会」及び「きた住まいる技術講習会及び『建

築物省エネ法』セミナー・意見交換会」※１ 

道内各地域において住まいづくりに関する研究・技術支援等の地域ニーズを的確に把握するとともに、「き

た住まいる」の普及を推進し、技術・施策の両面から道内の住まいづくりを支援することを目的として、各地

域の建築関係団体（建築士会支部、建築士事務所協会支部、建築協会、建設業協会など）、きた住まいるメ

ンバー、市町村の建築・住宅行政担当者などを対象として、10 カ所で開催しました。 
建築物省エネ法への対応やきた住まいる先導型ブランド住宅に関する意見交換を行うとともに、平成 28

年度は、地方でのミニ研究成果報告会との位置づけも加え、各回に研究職員が 3名参加し建築研究本部の

調査・研究概要についても報告したところです。 
 

１．研究成果の利活用促進 
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開催時期 ：平成 28 年 6 月～29 年 2 月 
開催地 ：旭川市 ※2、網走市、函館市、室蘭市、釧路市、帯広市、札幌市 ※3、中標津町、倶知安町、

稚内市の計 10 会場 
※1 「きた住まいる技術講習会及び『建築物省エネ法』セミナー・意見交換会」は（一財）北海道建築指導セン

ターと北総研の共催事業です。 
※2 旭川市においては、「『建築物省エネ法』への対応及び『きた住まいる』に関する説明・意見交換会」として

先行開催した。 
※3 札幌市においては、「きた住まいる技術講習会及び『建築物省エネ法』セミナー・意見交換会」のみ開催し

た。 
 

  
住まいづくりに関する地域意見交換会（帯広会場） きた住まいる技術講習会及び「建築物省エネ

法」セミナー・意見交換会（旭川会場） 
 

 住宅の耐震セミナー～熊本地震を教訓とした大地震に備えた住宅の耐震化～ 

本年４月に発生した「平成 28 年熊本地震」での教訓を踏まえ、大規模な地震による住宅の倒壊から生命

や財産を守るため、「住宅の耐震化」の必要性や効果について考えていただく機会として、北海道、札幌市

などとの共催でセミナーを開催しました。 

 
・開催時期 ：平成 28 年 6 月～8 月 
・開催地 ：各総合振興局・振興局 計 14 会場 
・参加者数 ：638 名 
プログラム 

1) 熊本地震における住宅被害状況と応急危険度 
判定 

2) 開催市町における地震被害想定 
3) 道・開催市町の無料耐震診断、耐震改修補助 
4) 防災への備えと耐震改修工法 
5) 耐震改修費用に対する融資制度 
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 洪水による建物浸水被害復旧策の提案 

平成 28年 8月31日に北海道を通過した台風 10号による浸水被害について、道内各地で被害調査を実

施しました。（南富良野町、清水町、新得町、芽室町など） 
浸水被害は壁の中や床下、設備機器など見えない部分にも広がっている場合があり、積雪寒冷地北海

道に広く普及している高断熱高気密住宅では、浸水した部分に水分や汚泥が長時間留まることで、凍結に

よる水道管の破損や断熱材の性能低下、腐朽による柱・はり等の耐久性・強度の低下、汚泥に含まれる雑

菌やカビ等の発生による健康被害などにつながりやすいことが考えられます。 
復旧に向けて確認すべき点や注意事項を「浸水被害を受けた住宅の復旧における注意事項（平成 28 年

8 月から 9 月にかけての大雨災害を踏まえて）」として取りまとめ、平成 28 年 10 月 7 日付でプレスリリース

を行いました。 

  
浸水による断熱材のずり下がり 汚泥と水がたまって床下空間が湿潤状態となっ

た床下 
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（２）所外発表論文など 
平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月掲載分 

 学術誌への投稿 

題名 著者 掲載誌 

コンパクトシティ形成に向けた住宅団地集約化の相互計

画プロセスと評価 夕張市都市計画マスタープランにもと

づく真谷地団地集約化の実践 

○瀬戸口 剛，加持 亮輔，北原 海，尾門 あ

いり，松村 博文 

日本建築学会計画系論文集 ，

pp.899-908，2016.4 

信託活用と公的補助によるマンション建替えに関する基

礎的研究 -所有から利用への転換- 
○辻 壽一，馬場 麻衣 

日本建築学会計画系論文集，

pp.2787-2795，2016.12 

デンマークの住宅タイプと社会住宅の経営管理の特徴に

関する研究 
○辻 壽一，馬場 麻衣 

日本建築学会計画系論文集，

pp.2813-2820，2016.12 

積雪寒冷都市における風雪シミュレーションを用いたス

マート街区の空間形態とエネルギー消費 

○渡部 典大，瀬戸口 剛，松山 倫之，郭 芷 

銘， 堤 拓哉 

日本建築学会計画系論文集，

pp.735-744，2017.3 

小型試験体による木造断熱壁体の防火性能予測に関す

る研究 ロックウール断熱材を用いた各種断熱工法の準

耐火性能の予測可能性の検討 

○糸毛 治，長谷見 雄ニ，月館司，鈴木 大

隆 

日本建築学会環境系論文集，

pp.183-193，2017.3 

住宅用樹脂製窓の高断熱化に関する研究 各種要素技

術による断熱性能向上の実現性  

○高田 和規，遠藤 卓，立松 宏一，村田 さ

やか，廣田 誠一，北谷 幸恵，鈴木 大

隆，羽山 広文 

日本建築学会環境系論文集 ，

pp.165-173，2017.2 

寒冷地における厳冬期被災時の住宅と避難所の温熱環

境 

○森 太郎，定池 祐季，桑原 浩平，草苅 敏

夫，竹内 慎一，南 慎一 

日本建築学会技術報告集，

pp.1021-1026，2016.10 

集落における地域公共交通支援金支払い及び相乗り事

業への参画・利用に関する研究 

○岡村 篤，阿部 佑平，福井 淳一，松村 博

文 

交通工学論文集 Vol. 3 No. 2 特集

号，pp.A_153-A_162 ，2017.2 

中山間集落における現在並びに将来のバスの利用意向

に関する基礎的研究 
○岡村 篤，橋本 成仁，松村 博文 

都市計画論文集 Vol.51 No.3，

pp.1249-1256，2016.10 

Urban-Design Process with Snow and Wind Simulations: 

A Study on the Kitami City Hall 

○Norihiro Watanabe，Tsuyoshi Setoguchi, 

Shota Yokoyama, Zhiming Guo, Takuya 

Tsutsumi 

Journal of Civil Engineering and 

Architecture Vol. 11，pp.107-120，

2017.3 

木造戸建て住宅の隣室空間における床衝撃音の伝搬性

状とグラスウールによる低減効果 
○廣田 誠一，佐藤 哲身 工学研究第 16号，pp.11-19，2016.9 

 

 学会やシンポジウムなどでの発表 

北海道における中大規模木造建築物への地域活用に係

る現状と課題について 発注者及び設計者に対するヒア

リング調査～ 

○齋藤 茂樹，渡邊 和之，糸毛 治，宮内 淳

一 

日本建築学会学術講演梗概集 建

築計画，pp.833-834，2016.8 

住民基本台帳データーを活用した人口動態の分析によ

る定住促進方策に関する考察－北海道南幌町における

ケーススタディ－ 

○松村 博文，馬場 麻衣 

日本建築学会学術講演梗概集 建

築社会システム，pp.235-236，

2016.8 

屋外曝露における窯業系サイディングの耐凍害性の評

価 屋外曝露 13 年目までの結果 
○吉野 利幸，谷口 円 

日本建築学会学術講演梗概集 材

料施工，pp.1049-1050，2016.8 

ムーブメントを受けている状態でのシーリング材の劣化

に対する応力緩和特性の影響 

○伊藤 彰彦，竹本 喜昭，鳥居 智之，石原

沙織，奥田 章子，清水 祐介，添田 智

美，松村 宇，宮内 博之，山田 人司，田

中 享二 

日本建築学会学術講演梗概集 材

料施工，pp.1349-1350，2016.8 

初期凍害を受けたモルタルの内部損傷観察 ○谷口 円，小池 晶子，西 祐宜 
日本建築学会学術講演梗概集 材

料施工，pp.223-224，2016.8 
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コンクリートの材料構成比およびペースト軟度を考慮した

調合設計方法に関する実験的研究 その３ 混合実績率

とフレッシュコンクリート性状評価結果 

○高山 純一，松沢 友弘，西 祐宜，佐藤 幸

恵，桝田 佳寛 

日本建築学会学術講演梗概集 材

料施工，pp.257-258，2016.8 

コンクリートの材料構成比およびペースト軟度を考慮した

調合設計方法に関する実験的研究 その 4 フレッシュ状

態評価を考慮した各種調合要因間の関係性の可視化手

法について 

○松沢 友弘，高山 純一，西 祐宜，佐藤 幸

惠，桝田 佳寛 

日本建築学会学術講演梗概集 材

料施工，pp.259-260，2016.8 

陸前高田における地域居住に向けた取り組み その３ 

復興住宅の現状と住宅着工推計 
○鈴木 大隆，石井 旭 

日本建築学会学術講演梗概集 都

市計画，pp.1095-1096，2016.8 

陸前高田における地域居住に向けた取り組み その４ 

人口・世帯動向と住宅再建支援の展開方向 
○石井 旭，鈴木 大隆 

日本建築学会学術講演梗概集 都

市計画，pp.1097-1098，2016.8 

グラスウール断熱材を用いた木造断熱壁体の防火性能

に関する研究充てん断熱工法における考察 

○糸毛 治，糸毛 治，長谷見 雄二，鈴木 大

隆，布井 洋二，鵜澤 孝夫，井上 幹生，

平野 廉香 

日本建築学会学術講演梗概集 防

火，pp.21-22，2016.8 

一次エネルギー消費量を指標に確実な省エネルギーと

省エネ技術の革新を目指した北方型ＣＯ2住宅プロジェク

トの検証 

○立松 宏一，遠藤 卓，月館 司，廣田 誠

一，鈴木 大隆 

日本建築学会学術講演梗概集 環

境工学 I，pp.1083-1084，2016.8 

CLT 建物物の床衝撃音レベルと各部位の振動速度レベ

ルに関する基礎調査 

○廣田 誠一，宮内 淳一，植松 武是，鍋田 

祐希，平光 厚雄 

日本建築学会学術講演梗概集 環

境工学 I，pp.287-288，2016.8 

地域のエネルギー需要の最適化に関する研究 その１ 

北海道Ｋ町を対象としたエネルギー需要度の推定 

○阿部 佑平，月館 司，立松 宏一，堤 拓

哉，鈴木 大隆 

日本建築学会学術講演梗概集 環

境工学 I，pp.761-762，2016.8 

地域のエネルギー需要の最適化に関する研究 その 2 

K 町における地域分散型エネルギーシステムの検討 

○月館 司，阿部 佑平，立松 宏一，堤 拓

哉，鈴木 大隆 

日本建築学会学術講演梗概集 環

境工学 I，pp.763-764，2016.8 

シミュレーションツール BEST によるオフィスの熱負荷・

熱環境解析 第 26 報 建物の開口配置と自然換気効果

に関する風量収支解析 

○下ノ薗 慧，郡 公子，石野 久彌 
日本建築学会学術講演梗概集 環

境工学 II ，pp.1039-1040，2016.8 

基礎断熱や土間床からの熱損失の評価法に関する研究 
○遠藤 卓，伊東 一哉，三浦 尚志，赤嶺 嘉

彦，鈴木 大隆 

日本建築学会学術講演梗概集 環

境工学 II ，pp.125-126，2016.8 

積雪後の降雨に配慮した屋根雪荷重の評価に関する研

究（その 5 実験結果に基づく割り増し荷重の算定方法） 

○大槻 政哉，喜々津 仁密，高橋 徹，千葉

隆弘，石原 直，奥田 泰雄，岩田 善裕，

堤 拓哉，中村 一樹，安達 聖 

日本建築学会学術講演梗概集 構

造 I，pp.85-86，2016.8 

積雪後の降雨に配慮した屋根雪荷重の評価に関する研

究（その 6 積雪で満たされた軒どいの排水性能に着目し

た模型実験） 

○千葉 隆弘，高橋 徹，大槻 政哉，喜々津 

仁密，奥田 泰雄，石原 直，岩田 善裕，

堤 拓哉 

日本建築学会学術講演梗概集 構

造 I，pp.87-88，2016.8 

被害関数を用いた大雪による空き家の損傷棟数の試算 ○堤 拓哉，高橋 徹，千葉 隆弘 
日本建築学会学術講演梗概集 構

造 I，pp.99-100，2016.8 

北海道における想定地震決定関する研究 ○戸松 誠， 
日本建築学会学術講演梗概集 構

造 II，pp.49-50，2016.8 

人口激減都市における集約型コンパクトシティ形成に向

けた拠点像 北海道夕張市における都市再編研究 その

11 

○樫村 圭亮，加持 亮輔，松村 博文，瀬戸

口 剛，松田 かりん 

日本建築学会学術講演梗概集 都

市計画，pp.13-16，2016.8 

地方小都市における人口減少を抑制するためのまちづく

り 北海道夕張市における都市再編研究 その 12 

○松田 かりん，瀬戸口 剛，加持 亮輔，樫

村 圭亮，松村 博文 

日本建築学会学術講演梗概集 都

市計画，pp.17-20，2016.8 

集約型コンパクトシティにおける人口減少を抑制するた

めの都市拠点像 北海道夕張市における都市再編研究 

その 13 

○加持 亮輔，瀬戸口 剛，樫村 圭亮，松田

かりん，松村 博文 

日本建築学会学術講演梗概集 都

市計画，pp.601-602，2016.8 

風雪シミュレーションを用いた新市庁舎建設計画プロセ

スの開発 積雪寒冷都市における都市デザイン その 12 

○横山 翔太，瀬戸口 剛，松山 倫之，日下 

みのり，堤 拓哉 

日本建築学会学術講演梗概集 都

市計画，pp.873-874，2016.8 

西アフリカ・ブルキナファソ国における資源循環型トイレ

のデザインの検討 
○牛島 健， 

日本建築学会学術講演梗概集 農

村計画，pp.19-20，2016.8 
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蓄熱体を用いた呼吸型ハイブリッド熱回収換気システム

に関する研究 シミュレーションによる蓄熱体設計 
○村田 さやか，福島 明 

日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.125-128，2016.6 

富良野圏域のエネルギー消費分析 第 3 報 地中熱ヒー

トポンプが導入された公共施設を対象とした実測調査 

○阿部 佑平，月館 司，立松 宏一，堤 拓

哉，鈴木 大隆 

日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.137-140，2016.6 

北海道の低環境負荷型住宅・北方型省 CO2 住宅プロジ

ェクトの検証 第１報 居住者へのマネジメント手法とエネ

ルギー消費量に関する調査 

○遠藤 卓，立松 宏一，月館 司，廣田 誠

一，鈴木 大隆 

日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.149-152，2016.6 

東日本大震災による東北の人口動向と陸前高田におけ

る地域居住への取組み 
○鈴木 大隆，石井 旭 

日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.181-182，2016.6 

民間賃貸住宅における住宅性能の可視化について ○高倉 政寛，福井 淳一，佐川 一郎 
日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.228-228，2016.6 

風雪シミュレーションを用いた新市庁舎建設計画プロセ

スの開発 北見市新市庁舎建設計画における屋外環境・

エネルギー評価 

○横山 翔太 ，瀬戸口 剛，渡部 典大，郭芷

銘，松山 倫之，岩国 大貴，日下 みのり，

堤 拓哉 

日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.271-274，2016.6 

北海道における住宅ストック数の将来推計と推計精度に

関する考察 
○齋藤 茂樹，深尾 精一 

日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.279-280，2016.6 

人口減少時代の農村集落の維持・再編に関する研究 

その１ 背景と研究の視点 

○松村 博文，福井 淳一，牛島 健，石井 

旭，馬場 麻衣，阿部 佑平，岡村 篤 

日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.281-284，2016.6 

人口減少時代の農村集落の維持・再編に関する研究 そ

の２ 道内農村集落における将来人口予測とインフラ維

持費の削減方策 

○福井 淳一，石井 旭，松村 博文 
日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.285-288，2016.6 

人口減少時代の農村集落の維持・再編に関する研究 そ

の３ 農村地域における水道施設の再編に向けた実態

把握 

○石井 旭，牛島 健，福井 淳一，松村 博文 
日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.289-292，2016.6 

人口減少時代の農村集落の維持・再編に関する研究 そ

の 4 地域公共交通における現状の課題と再編に関する

考察 

○岡村 篤，阿部 佑平，福井 淳一，松村 博

文 

日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.293-294，2016.6 

人口減少時代の農村集落の維持・再編に関する研究 そ

の５ 集落の集約化に向けた拠点整備に関するケースス

タディ 

○馬場 麻衣，牛島 健，石井 旭，福井 淳

一，松村 博文 

日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.295-298，2016.6 

人口減少時代の農村集落の維持・再編に関する研究 そ

の 6 集落における地域生活価値 

○牛島 健，石井 旭，福井 淳一，松村 博

文，馬場 麻衣，岡村 篤 

日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.299-300，2016.6 

地方小都市における人口減少を抑制するためのまちづく

り 

○松田 かりん，瀬戸口 剛，加持 亮輔，北

原 海，松村 博文，樫村 圭亮，中田 華

子，佐藤 学，今村 恵介 

日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.301-304，2016.6 

人口激減都市における集約型コンパクトシティに向けた

拠点像 

○樫村 圭亮，瀬戸口 剛，加持 亮輔，北原 

海，松田 かりん，松村 博文，中田 華子，

佐藤 学，今村 恵介 

日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.305-308，2016.6 

北海道における想定地震の決定手法と優先度評価 ○戸松 誠， 
日本建築学会北海道支部研究報告

集，pp.79-82，2016.6 

日射取得および日射反射を利用した建築物外装材の融

雪技術に関する研究 －庇における融雪促進に関する検

討－ 

○堤 拓哉，月館 司，阿部 佑平  
雪氷研究大会講演要旨集，p.123，

2016.9 

積雪後の降雨に配慮した屋根雪荷重の評価に関する研

究 －その 5 特殊形状屋根の屋外実験－  

○高橋 徹，大槻 政哉，堤 拓哉，上石 勲，

安達 聖，喜々津 仁密，奥田 泰雄，岩田 

善裕，石原 直  

雪氷研究大会講演要旨集，p.73，

2016.9 

積雪後の降雨に配慮した屋根雪荷重の評価に関する研

究 －その６ 小型模型実験による軒どい排水性能と積

雪後の雨荷重との関係について－  

○千葉 隆弘，高橋 徹，大槻 政哉，喜々津 

仁密，奥田 泰雄，石原 直，岩田 善裕，

堤 拓哉  

雪氷研究大会講演要旨集，p.74，

2016.9 

積雪後の降雨に配慮した屋根雪荷重の評価に関する研

究 －その８ 降雨による割増し荷重の建築基準への適

用－  

○喜々津 仁密 ，奥田 泰雄，岩田 善裕，石

原 直，大槻 政哉，高橋 徹，堤 拓哉，上

石 勲  

雪氷研究大会講演要旨集，p.76，

2016.9 

呼吸型ダイナミック・インシュレーションの換気性能の測

定 

○村田 さやか，福島 明，月館 司，一法寺 

英夫 

空気調和・衛生工学会学術講演論

文集，2016.9 
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住民主導型の地域生活交通導入時における担い手及び

利用者間の外出傾向の比較分析 

○岡村 篤，阿部 佑平，福井 淳一，松村 博

文 

第 54 回土木計画学研究発表会秋

大会，pp.1493-1496，2016.11 

集落における地域公共交通支援金支払い及び相乗り事

業への参画・利用に対する意識構造分析 

○岡村 篤，阿部 佑平，福井 淳一，松村 博

文 

第 36 回交通工学研究発表会論文

集，pp.551-558，2016.7 

屋外暴露 5 年による薬剤処理防火木材の経時劣化その

1 防火性能について 

○河原﨑 政行，菊地 伸一，平林 靖，平舘 

亮一，大宮 善文，李 在英，野秋 政希，

中村 昇 

第 67 回日本木材学会大会研究発

表要旨集，p.137，2017.3 

 

（３）学会、各種委員会などへの協力 
【学会等役員・委員としての協力】 107件（平成27年度以前からの継続を含む） 
公益性が高く、専門的知見が求められる国、北海道、市町村や建築・住宅関係団体が設置する各種委員

会からの委員などの委嘱について、各研究分野で積極的な活動を行いました。 

 委員会活動の一例 

・ 総合資源エネルギー調査会専門委員（経済産業省） 
・ 社会資本整備審議会専門委員（国土交通省） 
・ 日本建築学会各種専門委員会（一般社団法人日本建築学会） 
・ NEDO技術委員会（国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構） 
・ BIS認定制度運営・試験委員会（一般社団法人北海道建築技術協会） 
・ きた住まいる推進会議（北海道） 
・ 北海道防災会議地震専門委員（北海道） 
・ 木造建築の新技術に関する協議会委員（北海道） 
・ 旭川市景観審議会委員（旭川市） 
・ まちづくり協議会（浜頓別町商工会） 

 

（４）ウェブサイト、メールマガジンによる情報発信 

 ホームページ 

平成 10 年度に開設以来、依頼試験・性能評価や構造計算適合性判定業務、普及支援業務や研究所施

設の概要、セミナー・イベントなどを紹介するとともに、調査研究報告書・ソフトウェア・刊行物などの技術情

報、プレスリリース資料を掲載するなど、建築関連技術者や行政機関、道民の皆様向けに様々な情報を提

供しています。 
平成 27 年度からは北海道立総合研究機構の新しいウェブサイトの中で、建築研究本部北方建築総合研

究所のホームページとしてこちらのＵＲＬからご覧いただけます。 
http://www.hro.or.jp/list/building/research/nrb/index.html 

 

 メールマガジン「建築研究本部かわらばん」 

民間企業、建築関係団体、道・市町村、大学、試験研究機関の方々など約 500 名にメールマガジン「建築

研究本部 かわらばん」を毎月配信しています。日頃の調査研究、普及業務などで携わっているニュースを

中心にお送りしています。 
建築研究本部北総研のウェブサイトからもお申し込みできます。 
https://www.hro.or.jp/cgi-bin/mail/index.php?id=hokusoken_n  

http://www.hro.or.jp/list/building/research/nrb/index.html
https://www.hro.or.jp/cgi-bin/mail/index.php?id=hokusoken_n
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（１）技術相談 
当研究所では、建築・住まい・まちづくりに関する相談業務を行っています。平成 28年度の相談件数は 217 件

あり、雪処理対策や建築物の構造、断熱・気密の技術などに関する相談が多くありました。 

 

（２）技術指導 

 講師派遣 

当研究所では、研究成果の普及や建築技術の向上のため、国や道、市町村、建築関連団体、民間企業

などが主催するセミナー、フォーラムなどに講師を派遣しています。平成 28 年度の派遣件数は 67 件でし

た。 
講演内容は住宅の省エネやリフォーム、エネルギー利活用、空き家対策、地域の防犯活動、防災対策、

震災時の応急危険度判定士の育成、子供の住教育、産業施設、建築物の構造設計など様々な分野にわた

っております。 
 

 原稿執筆 

当研究所では、建築関連団体発行の機関誌、各種学会誌、建築専門誌などからの依頼に応じて、住まい、

まちづくり、防災、環境、エネルギー、建築技術など各研究成果に対する知見について原稿執筆をしていま

す。平成 28 年度の執筆件数は 28 件でした。 
 

 委員会活動(再掲) 

国や北海道、道内市町村や建築・住宅関係団体が設置する住まい、まちづくり、防災、雪対策、環境、エ

ネルギー、建築技術などに関する専門的な知見を求められる各種委員会に参画しています。平成 28 年度

の就任件数は 107 件（平成 27 年度以前からの継続を含む）でした。  

雪処理対策 

29% 

構 

造 

14% 

断 

熱 

・ 

気 

密 

12% 

防耐火 

11% 

材 

料 

7% 

換気・暖房 

7% 

屋 

根 

5% 

防災 

4% その他 

11% 

平成28年度 技術相談内容別内訳 

２．技術相談、技術指導 
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 出前講座・受入研修など 

平成 28 年度は特定行政庁の建築確認担当者を対象に、構造審査技術の向上を目的として構造計算適合

性判定センター職員が道内９か所に出向き、講習会を実施しました。 
・開催時期 ：平成 29 年 1 月～3 月 
・開催地 ：旭川市・小樽市・札幌市・帯広市・苫小牧市・北見市・室蘭市・釧路市・函館市 
・参加者数 ：77 名 
 

また、構造計算適合性判定センターにおいて、構造計算プログラムを実際に活用しながら、自治体の建築

確認審査者に対して 4 回にわたり実地の研修・情報連絡会を開催しました。 
・開催時期 ：平成 29 年 1 月～3 月 
・参加者数 ：14 名 

 

（３）課題対応型支援 
「課題対応型支援」は平成 27 年 10 月からスタートした道総研の新たな技術支援制度です。従来の

技術相談・技術指導に加え、短期的な試験・分析・調査などを行うことで企業などに対し、より実効

性の高い支援を行うものです。 
当研究所では、企業の技術開発やまちづくり事業への支援など、平成 28 年度は 3 件の利用があり

ました。 
 
 
 

 
平成28年度末時点で北方建築総合研究所が出願し、北海道立総合研究機構が保有する特許権などは次

の 7 件です。 
 

 平成 28 年度末までに特許登録された発明 

･ 空気浄化式家屋（平成 15 年 11 月 7 日 特許第 3488921 号） 
･ 直線運動型復元機能付き免震装置（(平成 18 年 10 月 27 日 特許第 3870263 号） 
･ 複数のループ制御を行う振動試験装置（平成 23 年 6 月 3 日 特許第 4753439 号） 
･ 振動試験装置及び振動試験方法（平成 23 年 8 月 12 日 特許第 4801134 号） 
･ 直線運動型免震装置（平成 24 年 3 月 9 日 特許第 4943940 号） 
･ 空気浄化式建屋及び建屋の空気浄化方法（平成 28 年 1 月 15 日 特許第 5866532 号） 
･ 換気システム（平成 28 年 9 月 9 日 特許第 5998311 号） 

  

３．知的財産の有効活用 
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（１）科学技術に対する理解促進、調査研究成果の普及 

 施設見学 

当研究本部では、研究所施設の視察、見学を随時受け付けており、施設や実験装置、調査研究業務の

紹介、依頼試験・性能評価業務のご案内などを行っています。建築関連事業者を中心に全国各地からの来

訪があり、平成 28 年度の見学者は 72 件、529 人でした。 

 
平成 28 年度 施設見学月別見学者人数・属性 

 
見学者の地域別件数（平成 28 年度）[団体] 

 
海外 

国内 
計 

道外 道内 

件数 4 28 40 72 

 
見学者の属性（平成 28 年度）[人] 

属性 建設業・ 
企業など 

大学・ 
研究者など 

国・道・ 
市町村など 

一般・ 
小中学生など 計 

見学者数 196 146 92 95 529 

 
見学者人数の推移[人] 

年度 H14～24 H25 H26 H27 H28 計 

見学者人数 
18,560 
21,250 

472 
937 

442 
818 

440 
440 

529 
876 

20,443 
24,321 

※下段は施設公開デー来場者を含む。（H27 は公開デー開催なし） 
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４．施設公開と普及イベント 
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 ｢きて★みて★はっけん！！ほくそうけん☆公開デー２０１６｣の開催 

研究所庁舎の公開デーを２年ぶりに開催しました。今年度の公開デーでは、初めて共通テーマを「防災」

として、実験・体験・展示コーナーを企画しました。 

大人も子どもも楽しみ、学ぶことができる地震、火災、津波等に関連する実験体験、展示コーナーに、小

学生から大人まで多くの方が参加されました。また、新たな取組として実施した地元の旭川市消防本部、

（一社）北海道建築士会旭川支部と連携したイベントも盛況でした。２０１６年は地震・台風等の被害が多く

発生していたこともあり、「防災」に関する意識や日頃の備えの大切さについてあらためて考え、実行する

きっかけとしていただけたものと思います。 

・開催日時 ：平成 28 年 9 月 10 日（土）10：00～16：00 
・参加人数 ：387 人 
 

 
ものしり博士の研究所探検隊 

 
津波の高さと速さを体験しよう！ 

 
消防体験で君も消防士！？ 
※旭川市との共催企画 

 
火の用心！～燃えやすい家と燃えにくい家～ 

 
楽しく学んで防災博士になろう！ 
※建築士会旭川支部共催企画 

 
ＨＵＧ「避難所運営ゲーム」 
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 2016 サイエンスパークに出展 

小中学生に科学技術について興味や関心を持っていただくことを目的に、毎年開催されている「サイエン

スパーク」（主催：北海道、（地独）北海道立総合研究機構）の「体験コーナー」にはじめて出展しました。「ペッ

トボトルで地震計を作ろう」と題し、ペットボトルと身近なもので地震の揺れを記録する地震計をつくり、波形

を記録する仕組みや、家を地震に強くする方法にふれ、学ぶことを目的としました。当日は、事前の抽選で

当選した 30 名の小学生が参加しました。 
（ペットボトル地震計の製作方法については、神奈川県温泉地学研究所の資料を参考にさせていただき

ました。） 
・開催日時 ：平成 28 年 7 月 28 日（木）13：00～15：30 
・開催場所 ：札幌駅前通地下歩行空間 
・参加人数 ：約 2,500 人（うち、北総研コーナー30 人） 

  
看板 出展状況 

 

 上川農試公開デーで三場連携出展 

上川総合振興局管内には「上川農業試験場」「林産試験場」「北方建築総合研究所」の道総研の 3 つの機

関があり、連携して様々な取組を行っています。その一環として、『第 21 回 上川農試公開デー』に、林産試

験場と北総研が初めて出展しました。 
北総研のテーマは「地震に強い建物ってどんなだろう？」です。ペーパークラフト教材「紙ぶるるくん」を使

って、実験しながら地震の揺れと建物の構造の関係を楽しく理解してもらうことができました。 
・開催日時 ：平成 28 年 8 月 3 日（水）10：00～14：00 
・場  所 ：上川農業試験場 庁舎 1 階玄関ロビー（上川郡比布町南 1 線 5 号） 

   
看板 制作状況 実験状況 
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 ジャパンホーム＆ビルディングショーへの参加 

東京ビッグサイトにて開催された「Japan Home ＆ Building Show 2016」に、道内民間企業・団体・道・

道総研などが一丸となり、本道の住宅建築技術や道産建材の全国への販路拡大、情報発信を行いました。

北海道ブースは道内出展企業のプレゼン会場にもなり、「きた住まいる」CM ソングや北海道パビリオン内の

各ブースを巡るスタンプラリーなど、新たなイベントに多くの方が来場されました。 
新しい技術に関心のある来場者や出展者どうしの貴重な交流の場であり、今後、出展された企業の販路

拡大や新たな技術開発が進むことが期待されます。 
・開催日時 ：平成 28 年 10 月 26 日（水）～28 日（金） 
・開催場所 ：東京ビッグサイト（有明・東京国際展示場） 
・来場者数 ：34,329 名（主催者発表） 
 

 
北海道ブース 
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 その他のイベントへの参加・協力事例 

【るもい住まいのリフォームセミナー】 
住宅の快適な室内環境や適切な維持管理など、地域における適切な住宅リフォームについて知ってい

ただくため、毎年一般市民などを対象に留萌振興局が開催している「住まいのリフォームセミナー」におい

て、熊本震災の調査結果などを例として、住宅の耐震化に関する講演会や太陽光発電に関するパネル展

などを行いました。 
・開催日時 ：平成 28 年 10 月 22 日（土）10：:00～14：00 
・開催場所 ：北海道留萌振興局（留萌市住之江町２丁目） 
・講演テーマ ：「地震への備え大丈夫ですか？～住宅の耐震化のはなし～」 
・来場者数 ：約 500 名（留萌振興局主催「よりみちの駅フェスタ 2016」と同時開催） 

 
【くしろ安心住まいフェア】 

道民の住まいに関する防災知識の向上及び「きた住まいる」の普及啓発を目的として釧路総合振興局

が開催する「くしろ安心住まいフェア」に、「つなげよう！夢のまちマップ」を出展しました。参加した子ども

達に、まちづくりについて楽しみながら学んでもらうことができました。 
また、日本建築学会北海道支部の住まいの防災体験コーナーなどへの協力を行いました。 
・開催日時 ：平成 28 年 10 月 22 日（土）10：00～16：00 
・開催場所 ：釧路市こども遊学館（釧路市幸町 10 丁目２番地） 
・参加者数 ：約 340 名 
 

【とかち型エコ住宅セミナー～浸水被害とその対応について考える】 
平成28年10月の台風で浸水被害を受けた住宅の被害状況について、情報共有や被害の復旧におけ

る注意事項の周知、また「きた住まいる制度」の普及などを目的として、十勝地域住宅協議会が主催して

開催されました。北総研からは、北海道の住宅の特徴をふまえた浸水状況の確認手順や見えない部分

の浸水被害への対応などについての講演を行いました。 
・開催日時 ：平成 29 年 2 月 14 日（火）13：30～15：30 
・開催場所 ：めむろ駅前プラザ（芽室町本通 1 丁目） 
・参加者数 ：約 100 名   
 

（２）海外の大学、研究機関などとの交流 

 研修、見学の受け入れ 

・平成 28 年 8 月 15 日（月） 
北海道大学 RJE3 プログラム日本・ロシア共同教育プログラムで来日した大学生などに、寒冷地・省エ

ネルギー技術に関する建築技術のプレゼン、実験施設の説明などを行いました。 

・平成 28 年 11 月 16 日（金） 
旭川市の友好提携都市であるロシアサハリン州ユジノサハリンスク市代表団（市長ほか）が来所、庁

舎・実験施設の見学や寒冷地の住宅・建築技術などに関する情報交換を行いました。 
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第３部 研究所の概要 

 

 

（１）設立目的と経緯 
寒冷地における住宅や都市の計画・整備及び建築技術に関する研究調査を行い、道民の住生活の向上

に役立てることを目的に、昭和30年、道立の3試験研究機関を合同し、建築部（現在の建設部）の所管のも

とに「寒地建築研究所」として設置されました。平成 14 年 4 月に札幌市から旭川市へ施設の全面移転を契

機として、研究領域の拡大と充実、積極的な情報発信、企業や道民ニーズに対応するため、「北方建築総合

研究所」へと改組し、平成19年4月には、改正建築基準法による構造計算適合性判定業務に対応するため、

札幌に構造計算適合性判定センターを設置しました。 
平成 22 年 4月、地方独立行政法人北海道立総合研究機構の発足に伴い、「建築研究本部 北方建築総

合研究所」として新たにスタートしました。 
 

（２）研究体制（平成 29 年度） 

 
平成 29 年 4 月改正組織図 

  

本部長

所長

地方独立行政法人北海道立総合研究機構

総務部 総務課

性能評価課 性能評価グループ

副所長 地域研究部 地域システムグループ

環境防災グループ

建築システムグループ建築研究部

北方建築総合研究所

構造計算適合性判定センター
センター長 構造判定部 構造判定グループ

主査（総務）

主査（評価第一）
主査（評価第二）

主査（住計画）
主査（地域計画）
主査（資源循環）

主査（都市環境）
主査（地域防災）

主査（建築技術）
主査（建築環境）
主査（建築保全）

主査（判定第一）

企画調整部 企画課 企画グループ 主査（企画）
主査（指導支援）

建 築 研 究 本 部

１．沿 革 
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（単位：千円） 

年度別 
事業別 

平成 27 年度 
(最終予算額) 

平成 28 年度 
(最終予算額) 

平成 29 年度 
(当初予算額) 

維 持 管 理 費 61,902 56,176 56,036 

試 験 研 究 費 74,785 81,590 69,774 

 

戦 略 研 究 8,990 8,920 8,731 

重 点 研 究 6,350 6,250 13,440 

経 常 研 究 6,396 6,285 6,269 

公 募 型 研 究 ※ 6,909 16,485 18,745 

一 般 共 同 研 究 11,054 8,150 3,400 

そ の 他 受 託 研 究 4,900 2,300 0 

道 受 託 研 究 30,186 32,121 18,543 

職 員 研 究 奨 励 事 業 0 1,079 646 

依 頼 試 験 費 49,083 43,232 54,269 

試 験 研 究 備 品 整 備 費 20,543 6,882 3,197 

普 及 啓 発 関 連 482 396 0 

構造計算適合性判定費 41,756 37,756 41,756 

計 248,511 226,032 225,032 

＊平成 29 年度（当初予算額）の試験研究費については、平成 29 年 3 月末時点で決定している課題のみ計上し

ています。 
＊公募型研究には、個人に交付される研究資金を含みます。応募中で採否が確定していないものを除きます。 

２．事業費 
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